市民参加・まちづくり
○　計画への市民参加において、多世代のニーズを盛り込むためのために、開催曜日や時間・保育などの工夫すること。
　　無作為抽出で委員になった市民にはきめ細やかな情報提供など、対応すること。

○　乳児を子育て中の市民が図書館や公民館事業、市民団体の企画に参加しやすくするために公民館に授乳室を整備すること。
○　中央公民館改修を待たず、早急に和式を洋式トイレに改修すること。　　　
○　市民センター（公民館･図書館）の増改築については、市民の会が提案したＣＬＴ縦増築案を含め最終案を検討すること。市の提案、市民参加の手続きなどスケジュールを提示すること。
○　中高生や小学校高学年児童が災害時の支援者となれるよう、学校と避難所運営協議会が連携する体制を整えること。
○　六郷さくら通と根川通りにはさくらの季節には観光客が多いことから、2，3か所ベンチの配置すること。
○　狛バス双方向を検討すること。
○　西河原公園北側あいとぴあセンターの南側市道は幅員が狭いにもかかわらず（朝夕の）通り抜け道になっている。公園利用の市民もいて危険なので、制限速度を学校前と同じ20㎞/hにするように警察に働きかけること。一方通行の見直しなど、地域全体で検討してほしい。
○　都市環境の維持を目的として生産緑地法（特定緑地制度）の改正が行われた。農業委員会は都市農業を継続、拡大したい生産者と相続などで手放すこととなる農地の斡旋、マッチングを行うこと。
· 狛江市の景観と緑地率を維持するためにも民間の樹林地を買い取ることをめざし、緑化基金などで財源の準備をすること。また新たな財源確保(市民による寄付制度など)を検討すること。

○　既存の公園の見直しも含め子どもの遊び場を整備すること。調査を行って適正配置を行うこと。岩戸北地域においては公園が確保できるよう引き続き大規模土地所有者との協議を積極的に行うこと。
○　西河原自然公園など十分に活用されていない公園の利用が促進されるよう市民団体による調査と提案も参照にして、原因・課題の整理と整備などの検討を始めること。
○　多摩川流域自治体に働きかけ、多摩川の落差を利用した小水力発電について検討すること。
○　駅・市役所周辺の新しい商店の一部の看板が派手な色彩で住宅都市の景観にそぐわない。景観まちづくりの理念を開発行為だけでなく、商業施設にも適応できるように景観まちづくりビジョンの改定を図ること。

○　緑地が減っている現状に危機感を感じる。景観向上と雨水浸透を図るため、雨水浸透ますの設置を積極的にすすめるとともに住宅・マンションやコンビニなどの駐車場の一部を緑化するよう指導すること。

〇　市内で30戸くらいの大規模な民泊施設が建設されようとしている。不特定の旅行者等が常時出入りすることに近隣から不安の声があがっている。少なくとも管理者が常駐し、ゴミだしや騒音等住環境の悪化にならないように行政としての指導・監督責任を果たすこと。
ハラスメント防止、救済
〇　相談しやすい環境整備を図るとともに、外部相談機関は相談の記録をとること。
〇　管理職及び職員の研修を積極的に行うこと。
○　人権尊重基本条例の策定に当たっては、理念条例にとどまらず、関係条例の制定及び市民参加で具体的な施策の展開をはかること。
 ＬＧＢＴ
○　狛江市は‘多様性を認め合う地域づくりを重要’と考えているので、LGBTやSOGIに対する意識啓発と合わせて同性パートナー証明書の発行を検討すること。
○　子どもも含めて適切な助言を受けられ相談しやすい体制(学校の保健室、児童館においては担当者)を整えること。
防災
〇　介護職、特にケアマネによる被災時の協力体制づくりを
　DMAT（災害時派遣医療チーム）や災害拠点病院との医療的な連携だけでなく、発災時、避難生活にリスクの高い人たち（高齢者や障がい者など）をスクリーニングし、程度に応じて被災を免れた施設への受け入れなどに協力してもらう体制づくり（情報発信、情報提供、コーディネートなど）。
〇　福祉避難所運営の具体策をすすめること
　特性に応じた使用が可能になるよう、（第三中学校のように）教室を使用しての防災訓練の実施を（避難所運営協議会だけに任せるのではなく、）学校教育課などとも連携してすすめること。
子ども・教育　
○　中学校の校区については希望者の事情を丁寧に聞き取り対応すること。
○　学習支援は公教育と連携し、学習サポートとなるよう考えていくこと。
○　中学生保護者の経済的負担軽減について、教育委員会としても検討すること。使用頻度が低いのに高価なものは学校の備品とすること。
○　学童、放課後クラブ、小学生クラブ、Kokoaの待機児対策を進めること。 
〇　教育研究所・子ども家庭支援センター・発達支援センターを複合する施設は教育部と福祉保健部、児童青少年部の組織的な連携を図り、職員配置に工夫をすること。「児童福祉」として相談窓口の一本化、親・子支援のサービスのコーディネート、子育て情報の収集・発信などにも努めること。
〇　子育てに不安を感じている母親を支えるしくみの充実が望まれている。乳幼児を抱える母親たちがほっとくつろげ、情報交換や仲間同士の相談ができる居場所づくりにチャレンジしている市民の活動を支援すること。また要支援家庭への育児支援ヘルパー派遣については派遣期間を一律に年度内とせず、子どもの成長発達を一緒に見守り、支援できるよう、支援体制を整えること。
· 狛江市では、長年の栄養士・調理員などの努力によって、給食物資規格表にそって原則国産・遺伝子組み換え食品は使わない、素材やだしから手作りの安心安全な給食が学校や保育園で提供されている。食育をすすめるためにも、子育て世代に給食試食会や給食だより、ホームページなどを通して学校・保育園給食の優れているところを広報すること。また輸入小麦のポストハーベストを心配し、国産小麦のパン・うどんを望む保護者の声もあることから、献立や主食をどうするかなどについて児童生徒、保護者の声を聞くこと。
○　園庭設置が義務付けられていない認証保育所などでは公園や広場で遊ばざるを得ない。行き返りに時間がかかるため子どもたちの自由な外遊びが不足しているのではないかという心配の声がある。お昼寝後の時間の過ごし方など、子どもたちの心身の成長発達を
促す保育環境が提供されているか、市として調査すること。また適切な公園配置を進めること。
福祉

〇　子どもの成長ステージに応じた新しい支援体制と他部署との連携を
・近年障がいがあることや発達が気になるなど特別な支援や教育分野における合理的配慮を要する子どもの相談や対応が必要に迫られており、児童福祉法改正により障害児福祉計画の策定も義務付けられた。サービスなど利用計画の作成に当たって肝心なことは子ども自身や家族と一緒に考える相談支援である。長時間を要する場合もあり、子どもと家族が良い関係で地域生活を送れるよう、寄り添い型の相談支援をすること。
また相談のハードルを下げ成長ステージに対応するために、障がい児支援の担当部署を児童・青少年部に組織改正し、その担当にはこれまでのエキスパート職員が兼務できるように検討すること。
未就学、就学後の切れ目ない支援のためには教育部や専門職、専門機関などと連携すること。
　・保育所などと連携して、療育については専門家による保育所などへの訪問支援を着実に実行すること。また高度な対応を迫られることから、人材育成を行うこと。東京都にも研修の充実など要請すること。
〇　介護人材育成、確保について
介護職からの離職、人材確保難が言われて久しいが、2000年の介護保険制度開始からこの方、厚労省や財務省による給付削減意向に沿って、介護報酬単価は下がり続けている（約4.2％）。NPOなど多様な主体が参入出来るよう市財政からの報酬単価引き上げなど事業費補助や人材の確保にとりくむこと。国に対しても意見書をあげ、自治体独自でも策を講じることが不可欠である。介護保険事業者や居宅介護支援従事者、認定ヘルパーや認知症サポーターなど意思ある市民の育成・活用と支援を充実させること。
〇　新総合事業のあり方の検証
・特に総合事業Aに参入している地域密着型等小規模事業者の経営継続が危ぶまれているが、現行相当サービスが依然として多くある。結局社会福祉協議やシルバー人材センターなど実質上委託事業などで市の税金が多く投入されているところのみが事業継続する状態になる危険性もある。そのことはとりもなおさずサービス利用者の選択肢を狭めてしまう。小規模居宅介護事業者が事業を継続できるよう引き続き市独自の報酬単価や支援策を検討すること。
・また、元来介護保険の保険料は社会保険として国民が給付を受ける権利があるとして構築されたものである。安かろう悪かろう、選択肢がないなどの弊害が出ていないか総合事業がきちんと被保険者の権利性を担保するものとして運営されているか検証すること。
・新総合事業が介護保険サービスの抑制、介護の重度化につながらないよう内容の検証を行うこと。特にB型などは体力測定だけで、介護予防につながるのか効果の検証が必要である。地域支援事業の質の向上（例えば生活支援として移動サービスなど）をすすめること。
○　ヘルパー不足は慢性的な問題である。「認定ヘルパー研修」や「同行援護研修」を、市で実施し、終了者の面談をしているがヘルパーの増加につながらない。研修終了者は必ずどこかの事業所に登録する制度など、検討すること。
○　地域包括支援ケアシステムの構築はまちづくり
・地域包括ケアの基本の一つである住まいの確保を保障すること。居住支援法人や居住支援協議会とも連携をとり、空き家、空き室などを活用して障がい者や高齢者、生活困窮者の地域での居住支援を進めること。

・同時に地域で気軽に行ける居場所や「暮らしの保健室」のような相談機能を持つ場としても空き家などを活用し、家賃補助などして市民の自主的な活動を支援すること。

○　各地域包括支援センターもしくは医師会事務所に市民が相談できる在宅医療・介護連携相談窓口の整備をおこなうこと。

○　訪問介護回数の多い利用者への対応が画一的にならないこと
今や要介護状態になる原因の1位は認知症である。在宅を進める以上、ケアプランチェックは回数だけを問題視せず、生活援助の内容を吟味し、一人暮らしの認知症高齢者の服薬介助などが困らないようにケアプランの是正勧告は慎重に行うこと。

○　慈恵第三病院以外で、狛江市の開業医で東京都の認知症サポート医療研修を受けた医
師の周知を行うこと。支援ガイドブックが作成されるまでに広報こまえなどで周知すること。
〇　認知症になっても安心して暮らせるまちづくり（地域支援体制）を進めること
　・サービスにつながっていない人を、本人の意思を尊重しながらも地域や多職種のチームによる支援制度（認知症初期集中支援チーム、コミュニティソーシャルワーク機能、地域ケア会議など）につなげるために制度の周知、活用（例えば住民主体のごみの収集、見守りなど新しいしくみをつくるなど）、充実させること。
　・認知症の高齢者が地域で暮らすために、小規模多機能型居宅支援事業の活用をケアマネや住民にも周知すること。同時にサービスの質を高めるよう事業者に助言、指導すること。
　・相談体制の拡充による介護者支援
隔月開催しているサポート医による物忘れ相談会の周知を徹底すること。
認知症カフェなどで気軽な相談ができるような体制を整備する。
防災センター（市の中心にあり、誰もが行きやすい）で行われている介護者の会には市から精神保健福祉士などを派遣し、同時に相談にものれるようにする。
　・認知症サポーターのフォローアップ研修修了者が地域の見守りやお話相手など活動できる仕組みをつくる。

　・すべての小中学校でキッズサポーターの養成を実施すること。

〇　ケアラー（在宅介護者）への支援の充実。
・介護者の介護離職を防止し、仕事や学業と介護の両立や負担軽減、社会参加、リフレッシュが可能になるよう、ケアラー、子どもケアラー、若者ケアラー、ダブルケアラーの実態把握のための調査を実施すること。
・2018年5月に厚労省老健局により一部改正された「地域包括支援センターの設置運営について」で家族支援の重要性がうたわれ、方策も通知されたと聞いている。介護者の生活の質の向上を図るために、実態調査や介護者の会などから得られた結果を反映すること。特にアウトリーチ型個別支援が相談しやすく、孤立や虐待防止の観点からも有効であることが分かっている。狛江市で行っている認知症相談会などのほかに、訪問型の可能性を検討すること。
・複合的な課題を抱えるケースへの対応に福祉保健部のみならず教育部、児童青少年部や子どものための施設、就労関連部署などと横断的に取り組み、家族支援を念頭に置きワンストップで相談できるようにすること。（藤沢市の教育部との連携による実態調査など参照のこと）
環境

○　便利、軽いと増え続けるペットボトルはリサイクル処理費用として、多額の税金が掛かっている。ペットボトルの削減にむけて、これからもペットボトル500ｃｃ1本のリサイクル費用、マイボトル運動の推進などとともに「こまエコ通信」ホームページのみならず「広報こまえ」に随時掲載し市民と市内事業者に周知させること。

○　海に漂流、漂着するプラスチック〔マイクロプラスチック〕ごみを魚が食べ、食物連鎖で人体にも影響が出ると言われている。海亀の鼻に突き刺ささるなどの被害が増大している。バイオマスプラスチックの製品の識別表示（①グリーンプラ②バイオプラ）の周知と、バイオマスプラスチックの推進について、国に要望を提出すること。市内の個店に対しては商工会議所などを通じ、環境に優しい製品の使用を呼びかけること。
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○　災害時の救出活動を容易にするためにも隣家との間の生垣にも「緑のまち推進補助制度」の見直しの際、前向きに検討すること。

○　雨水浸透マス設置は地下水の涵養のみならず都市型洪水の防止にも寄与している。既存住宅にも費用援助が出ることを周知すること。雨水浸透マス・雨水貯留槽の費用助成を引き続き「こまエコ通信」・ホームページ・「広報こまえ」に掲載し周知させること。

○　再生可能エネルギー、省エネルギーを普及推進するためにも太陽光発電等で得られた余剰電力を蓄える蓄電システムへ助成すること。

○　「井戸水提供の家」の井戸の動力はほとんど電動式モータである。非常時には手押しポンプが圧倒的に優位である。以前ほとんどの「井戸水提供の家」をヒアリングしたところ手漕ぎは手入れ（毎日漕ぐことなど）や部品が手に入りにくいなど苦慮しているところが多かった。持ち続けるためにも情報や修理などの補助をすること。　

・「井戸水提供の家」の標識が出ているところが少ない。標識の設置を促すこと。

・市民が積極的に協力できるような「井戸水提供の家」の広報をすること。

・災害時に一番困ることは生活用水である。市として公共施設・公園などに手漕ぎ井戸の適正な設置を計画・施工すること。
・民間の手漕ぎ井戸設置に助成すること。

○　条例により市内全域がタバコのポイ捨て禁止となったが、住宅地においてもポイ捨てが後を絶たず、啓発と悪質な違反者に対する罰則も必要と思われる。水神前近く(多摩川土手)のベンチの前にポイ捨て禁止の看板を置くこと。
○　住宅の密集により近隣からの騒音に対する苦情が出ている。窓を開けたまま、大きな音量で楽器を演奏したり歌を歌ったりすることが苦痛と感じる人がいること、また環境確保条例でも規制の対象となっていることを、広報やこまｅｃｏ通信等を通して周知し、住環境の向上を図ること。
PAGE  
4

